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＜論文の内容の要旨＞ 
既存の地域の移民研究は、「共生論」という移民研究のパラダイムが妨げになって貧困や
社会的排除を正面から捉えていない。この弱点をふまえた優れた研究も、排除の構造の解
明にとどまり、排除を十分に解明するには至っていない。申請者は、外国人の人数、割合
が全国平均を上回るが集住地域ほどではない「中途半端」な地域であるがゆえに移民の問
題が公的になっていない長野県Ｘ地域をフィールドに、移民の社会的排除を地域不均等か
ら構造的に把握しつつ、行政統計を駆使し、排除とその再生産プロセスを把握するために
質的調査を行ない、構造論から零れる社会的排除のプロセスや社会的排除の再生産のプロ
セスを主題に解明した。 
 まず第１章で、社会的排除を諸資源の不平等な分配とアイデンティティの否認と定義、
次に社会的排除プロセスと再生産を実証的に捉えるために、地域構造を市場、政府、市民
活動、家族といった資源分配セクターにおける分配とルールのセットとして分析枠組みを
設定した。 
 第２章～第３章では、グローバル化、新自由主義改革による地域への分配の縮減のもと
での地域の移民需要が明らかにされた。経済地理学の応用を試み、人数、割合、階級、ジ
ェンダーなどの移民構成類型と生産力、産業構成、歴史などから割り出した地域類型は密
接な関わりがあることが見出され、移民の排除のマクロ要因には地域構造があることが明
瞭になった。 
 第４章～第８章では排除プロセスと再生産プロセスの解明が追究された。第４章では子
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どもたちが学校から排除され、不就学や低高校進学率にある状況を確認し、その一要因と
して教育委員会の対応（の不在）があることを示した。第５章では、不十分な教育しか受
けられなかった若者達が、低学歴／非正規／外国人という多重の不利によって家族を含む
諸資源分配セクターから排除され、ワーキング・プアとなっていく排除プロセスを生活史
研究により明らかにした。 
 第６章では、多文化フェスティバルやこれを主催する日本語教室ボランティアを取り上
げた。そこでは華やかなイベントやケア関係が支配的になり、ボランティアをとりまく権
力関係が問われないがゆえに皮肉なことにそれが排除の再生産に寄与していた。 
 第７章では、多次元的に日系ブラジル人の排除プロセスとその再生産を描いた。雇用・
社会保障の不足、コミュニティにおける潜在的排除状況は指摘されてきたが、この章の独
自性はそれらを引き起こす、派遣・請負会社、地元企業の経営者、正規労働者、労働組合
の心情と論理を捉えたことにある。第８章では、さらにリーマンショック以降、ブラジル
人たちが職を一斉に奪われ、一瞬のうちに生活基盤が崩壊し、貧困化していくカタストロ
フィックな過程、地域の企業・行政が事態を進め、放置した様を描いた。 
 終章では本研究を総括した。排除の根底には、分配ヒエラルキーの中位にある地域（地
方中小企業、地方行政など）に、上位（グローバル企業、国家）が資源縮減等のつけを押
し付け、地域はさらに下位の移民にそのつけを転嫁する「抑圧委譲」がある。そのために
移民はあらゆる資源分配から排除され、対抗が不可能となっていく。そこで移民政策のみ
を行なってもホスト地域がグローバル／ナショナルな領域から抑圧委譲され雇用福祉が脆
弱化しているので、これを解消しない限り根本的な解決にはならない。だが現状ではそれ
は非常に難しく、地域が抵抗の拠点となるほかない。最後に地域の各人・セクターが批判・
自省し、横に連帯する地域の公共性を立ち上げ、ナショナルやグローバルの権力に対抗す
る可能性を検討した。 
 
＜論文審査の結果の要旨＞ 
申請者は、本論文の研究対象であるＸ地域に住み、そこに暮らしているブラジルから来
た人たちと長く関わりながら、調査研究を続けてきた。具体的には、非営利団体が運営す
る日本語教室に関わり、多くの知己を得た。それが本論文には活かされてもいる。また、
地方行政の委員会等に関与し、行政側の見解をただし、発言してもきた。 
 その地域は、外国人、とくにブラジルから働きにきた日系人たちが一定数おり（いた）、
という地域である。そこには生活の不安定・困難と「支援」をめぐる停滞、膠着状態があ
ってきた。そしてそうした状態が続く中で、リーマンショック後の経済状況下での突然の
大量解雇、地域からの日系人の激減、それを支える場の消滅といった出来事が起こる。本
論文ではその全体が描かれる。不安定な雇用・就労、教育の困難、民間側の支援とそこに
起こる離脱・機能不全、地方行政の無策・停滞、そして気づかれないままその人たちに生
じたカタストロフィーを描くことに成功している。情報源が限られざるをえないという制
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約のもと、できることはみななされた。役所・教育委員会の人たち、派遣会社の経営者に
も話を聞き、その人を巡る全体を明らかにしている。たんにその「生活世界」を描くとい
うのではなく、各種の統計データも用いながら、その仕組み、あるいは仕組みの不在を明
らかにしている。それは 400 字詰 1200 枚を超える大作となった。外国からの人たちがかな
りの割合を占める地域についての研究を含めても、これだけの厚みをもった著作は他にほ
とんどない。「抑圧委譲」という捉え方自体はさして新しいわけではない。ただ、全体的で
詳細な記述がすくなくともこの主題についてはなされねばならず、それが本論文で、残念
なことにわが国の研究史においては例外的に、実現した。まずこのことによって、本論文
は博士学位論文の水準に十分に達している。このことについて審査委員会の見解は一致し
た。 
 記述を重ねた上で、申請者は、問題は地方行政の問題ではないとしつつ、グローバリゼ
ーションの中に起こっていることを示しつつ、国際社会、それ以前に国家に現実にはなん
の期待もかけることができない以上、地方における産業・社会の自立・自律を語ることに
なる。それは、外国人の受け入れのことだけでなく、工場の海外移転による空洞化という
だけでなく、地方都市に存在してきた商業他の産業全体の凋落を知っての提起ではあるの
だが、その方向がどこまで妥当で有効かという課題は当然にある。 
申請者自らも関わってきた「支援」に関してもさらに距離をとって見ることができるだ
ろう。ある年齢になってから日本にやってきて、そして長くいるとも限らない人たちに日
本語を覚えてもらうという営みがどんなことであるのか。そこから脱落し、貧困に向かう
悪循環に陥っていくとも捉えられる動きは、しかし、別の側から見れば合理的な行動でも
あるかもしれない。そのことを示唆する箇所は論文のところどころにある。Ｘ地域に通訳
をつけさせる要求もなされ、いくらかは実現している。ただ支援する側にいて様々な不如
意な出来事に出会ってきた申請者にとって、この論点に距離をとって向かうことは困難で
あっただろう。ただこのこともさらに考察されてよい。口頭試問でもこれらは指摘され、
今後の課題とすることへの期待が表明された。 
 
＜試験または学力確認の結果の要旨＞ 
本論文の審査に関しては、６月 27 日（水）、創思館 302、14:00～15:30 に口頭試問、
７月 14 日（土）、創思館 403、14:00～15:00 に公聴会を開催した。各審査委員および公
聴会参加者より質問がなされたが、いずれの質問に対しても、申請者の回答は適切なも
のであり、また、今後の課題として残されている部分があることを自覚し、その課題に
取り組もうと考えていることを認め、より説得的な論を展開しようとしていることを語
る誠実なものであった。 
申請者は、本学学位規程第 18 条第 1項該当者である。先端総合学術研究科は、査読付
き学術雑誌掲載論文相当の公刊された論文を 3 本以上もつことを学位請求論文の受理条
件としている。受理審査委員会の審査により、本論文はその条件を満たすことが確認さ
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れた。長期間に渡る調査がここに集成された本論文は、博士論文の水準に十分に達して
いる。口頭試問と公聴会での報告および質疑に対する応答からも、博士学位にふさわし
い学力を備えていることが確認された。 
以上、論文審査・口頭試問、公聴会での結果を踏まえ、本論文が博士の学位に値するこ
とについて意見は一致した。本審査委員会は、本学位申請者に対し、本学学位規程第 18
条第 1 項にもとづいて、「博士（学術 立命館大学）」の学位を授与することが適当と判断
した。 
